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令和７年６月13日に閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025

年改訂版」において、賃上げの流れが地方にも波及するよう、地方版政労使会議を引き続き開催

することとされたところです。 

これを受けて、新潟労働局(局長 福岡 洋志)において、新潟県、労働者団体、事業者団体等の

トップ等を参集し、「新潟政労使会議」を開催し、賃金引上げに向けた環境整備の取組や課題等に

ついて意見交換を行い、機運の醸成を図ってまいります。 

 

１． 日時 令和８年２月19日（木）10時50分～11時50分 

２． 場所 新潟県自治会館 １階 講堂（新潟市中央区新光町4番地1） 

３．内容 「賃金引上げ、価格転嫁に向けた取組」等について 

４．参加団体 

・新潟県 ・新潟県社会保険労務士会 

・日本労働組合総連合会新潟県連合会 ・新潟県市長会 

・新潟県経営者協会 ・新潟県町村会 

・新潟県商工会議所連合会 ・経済産業省関東経済産業局 

・新潟県商工会連合会 ・公正取引委員会事務総局 

・新潟県中小企業団体中央会  

・新潟経済同友会 ・厚生労働省新潟労働局 

 

会議次第 

・「賃金引上げ、価格転嫁に向けた取組」及び「人手不足下における働き方改革、労働環境改善

に関する取組の推進」について（国、県、各機関・団体からの発言） 

・共同宣言（案）について 

・意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年１月３０日 

新潟労働局雇用環境・均等室 

監理官   渡 邉  稔 

企画補佐    佐 藤  満 

（ 電 話 ）０２５－２８８－３５０１ 

新潟政労使会議を開催します 

取材申し込み 

  取材は事前予約制です。取材を希望される報道機関の皆様は、2月17日（火）17時までに担当者あて 

メールで「社名」及び「人数」をお知らせください。 

担当者：新潟労働局雇用環境・均等室 渡邉・佐藤   メール 15roudou@mhlw.go.jp 

※会場施設の都合により、入場制限をする場合がありますので、必ず事前に申し込みください。 

※当日はフルオープンです。 


